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システム外取込・直接回答について 
外部より必要書類・必要情報を入手した場合の回答方法は複数あります。 

社内状況に合わせて下記を参考に回答方法を選択してください。 

どの回答方法を選べばよいか不明な場合は、「JAFTAS 利用診断チャート」も併せてご確認ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(※)番号は「JAFTAS 利用診断チャート」と合わせています。 

(※)パターン④とパターン⑤の違いについては次ページの表をご参照ください。 

  

 生産者（内製品） 非生産者（外製品） 

JAFTAS の 

原産資格判定機能を 

使用しない方 

I)パターン④ 

対比表・計算ワークシート・同意通知 

番号を JAFTAS へ取り込む 

             ………………P3 

 

 

 

 

 

― 

 

 

I)パターン⑤ 

作成したサプライヤー証明書を 

JAFTAS に取り込む、 

または入手済の同意通知番号を 

登録する      ………………P6 

I)パターン⑥ 

直接回答をする ………………P10 

JAFTAS に仕入先を 

招待しない方 

II)パターン③ 

JAFTAS 外から構成品の 

サプライヤー証明書を取り込む 

          ………………P12 

I)パターン⑧ 

JAFTAS 外で入手したサプライヤー 

証明書を JAFTAS に取り込む、 

または入手済の同意通知番号を 

登録する     ………………P6 

I)パターン⑨ 

仕入先からの情報で直接回答をする 

  ………………P10 

https://guidance.jaftas.jp/03_etc_manual/chart.pdf
https://guidance.jaftas.jp/03_etc_manual/chart.pdf
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I）調査対象品の情報を外部からシステムに取込む 
JAFTAS 上で受信した依頼に対し、生産関連の情報（構成品情報）を入力することなく、外部より資料を取り

込むことで回答を行う方法は下記 3 つあります。 

システム外取込や直接回答を選択する事により、JAFTAS 上で調査・依頼等を行わずに回答する事が可能です。 

パターン④と⑤の違いについてはページ下部の比較表も合わせてご覧ください。 

 

パターン④＜原産資格調査(D)＞にて手動/システム外判定をする………………………p3 

◆JAFTAS 外で調査を行い、その結果を JAFTAS に取り込んで、JAFTAS の形式で回答する場合。 

※調査回答・回答送信（A）と原産資格調査（D）の機能を使います。 

 

パターン⑤⑧＜調査回答・回答送信(A)＞にてシステム外取込をする……………………p6 

◆既に JAFTAS 外で調査が完了しており、回答として依頼者に渡す資料（電子媒体）をお手元にお持

ちの場合。 

※調査回答・回答送信（A）のみで完了し、原産資格調査（D）の機能は使いません。 

 

パターン⑥⑨直接回答をする……………………………………………………………………p10 

 ◆自社で原産資格判定を行わない方向けの操作方法です。 

 

【パターン④⑤比較表】 

 生産者（内製品）の場合は下記を参考に回答方法を選択してください。 

 ④ (Ｄ)手動/システム外判定 ⑤ (A)システム外取込 

操作を行うことが出来る 

対象者 
・生産者（内製品）のみ 

・生産者（内製品） または 

・パススルー企業（外製品） 

操作を行う条件 

・達成の場合、自社で根拠書類

（対比表・計算 WS 等）作成済み  

であること 

・日商判定番号取得済み（回答方法：同意

通知）であること または 

・サプライヤー証明書作成・取得済みであること 

JAFTAS より出力される

資料 
JAFTAS のサプライヤー証明書 

操作者自身でアップロードした書類 

（電子媒体） 

JAFTAS に入力する主

な項目 

生産者情報、生産場所、調査結果

（達成/未達成のいずれか）等 

生産者情報、生産場所等 

※「原産資格 達成」として回答します 

再利用（※1） 可 可 

有効期限/同意通知 

期限延長（※2） 
可 不可 

原産資格喪失通知 

（※3） 
可 不可 
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（※1）再利用ボタンについては、パターン④は操作マニュアル A4-1）［内製品のケース］原産資格調査を作成

する、パターン⑤は A6）JAFTAS 外の資料取込みをする をご参照ください。 

(※2)パターン④は後日、過去と同じ調査依頼を受け取った際に、「原産資格調査 複製」ボタンより過去の調査を

コピーした上で、有効期限/同意通知期限を書き換える（延長する）ことができます。 

有効期限/同意通知期限については、D7-4)「有効期限/同意通知期限」の設定に関して をご参照ください。 

(※3)原産資格喪失通知については、D10)原産資格喪失通知 をご参照ください。 

 

 

＜原産資格調査(D)＞にて手動/システム外判定をする 
JAFTAS 上で調査をせず、JAFTAS 外で行った調査結果を基に回答する方法です。 

調査対象品が内製品の場合のみ選択可能です。また、「TKTC 審査対象品」でもお使いいただけます。 

※内製品の場合、④⑤どちらの方法でも回答可能です。 

 

 

 

 

 

◎操作者の利用条件： 

 ・調査対象品が内製品（自社で原産資格を与える十分な生産をしている） 

 ・調査対象品の原産性を証明する根拠書類（対比表・計算 WS 等）が手元にある 

 

◎下記の場合に対応できます： 

調査対象品が内製品、且つ JAFTAS 外で調査が完了している場合で、下記のご希望がある場合 

・自社で作成した根拠書類を利用して回答したい 

・JAFTAS のサプライヤー証明書を発行したい 

・構成品情報の秘匿性が非常に高く、自社の構成品情報をシステムに登録したくない 

 

◎依頼を受領してから、依頼者に回答を送信するまでに使用するメニュー： 

 

 STEP1 調査回答・回答送信(A)  STEP2 原産資格調査(D)  STEP3 調査回答・回答送信(A) 

 

 

操作手順 

STEP1：【依頼を受け付ける】 （参照 A3-1)受信した依頼の受付をする） 

1) ［調査回答・回答送信(A) 詳細］画面にて、依頼情

報を確認し、画面下部の「✐受付画面へ」をクリックします。 

 

【JAFTAS 利用診断チャート】 
・パターン④『内製品｜対比表・計算ワークシート・同意通知番号 
を JAFTAS へ取り込む』 
にあてはまります。 

 

https://guidance.jaftas.jp/01_manual/op_manual_answer.pdf
https://guidance.jaftas.jp/01_manual/op_manual_answer.pdf
https://guidance.jaftas.jp/01_manual/op_manual_answer.pdf
https://guidance.jaftas.jp/01_manual/op_manual_determine.pdf
https://guidance.jaftas.jp/01_manual/op_manual_determine.pdf
https://guidance.jaftas.jp/01_manual/op_manual_answer.pdf


 

©Tokyo Kyodo Trade Compliance         4  

Ver.2.2 

2) ［調査回答・回答送信(A) 受付］画面にて『作業担

当者』および『調査内容』を入力します。 

※『調査内容』仕入先として【内製品】自社を選択してく 

ださい。 

 

3) 内容を確認し、「受付」をクリックします。 

 

 

STEP2：【情報を入力し、調査を完了させる】 （参照 D2-1)［原産資格調査(D)編集］画面） 

4) 受付後、［調査回答・回答送信(A) 詳細］画面にて

「原産資格調査 作成」をクリックします。 

 

5) ［原産資格調査(D) 編集］画面へ遷移し、情報を入力します。 

 

『作業担当者』： 

原産資格調査を行う作業担当者を入力します。 

 

『調査品情報』： 

調査対象品の情報を表示します。 

 

『調査結果/途中経過』： 

「有効期限/同意通知期限」を入力します。 

※回答方法が同意通知の場合は必須です。 

 

『(1)生産と特恵基準①生産内容の確認』： 

「生産内容の確認」にてはい/いいえを選択します。 

「生産工場名」「生産工場住所」を入力します。 

 

『(1)生産と特恵基準②適用原産地規則の選択』： 

「原産品の基準」にて適用基準を選択します。 

「非原産材料を使用して生産される産品」を選択した 

場合、さらに「品目別原産地規則」を選択します。 

 

『手動/システム外判定』： 

「システム外判定」にて達成/未達成を選択します。 

根拠書類を JAFTAS で保管しない場合にはチェック 

ボックスにチェックを入れます。 

 

https://guidance.jaftas.jp/01_manual/op_manual_determine.pdf
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『(2)原産資格を明らかにするための資料』： 

上段でチェックを付けない場合、または TKTC 審査 

対象品の場合は自社で作成した対比表・計算 WS 

等の添付が必須です。 

 

『(3)調査作成者情報』 

「資料作成者部署」「資料作成者氏名」「資料作成者 

メールアドレス」は入力必須です。 

 

6) 画面下部「次へ」をクリックし、［原産資格調査(D) 詳

細］画面へ遷移します。 

 

7) 『調査結果/途中経過』の「手動判定」が達成になって

いる事を確認し、「登録完了」をクリックします。 

 

8) 再度回答内容を確認の上、「調査完了承認」をクリック

すると調査が完了します。 

 

 

STEP3：【回答を送信する】  （参照 A7)回答を送信する） 

9) ［調査回答・回答送信(A) 詳細］画面下部の「✐

回答内容入力」をクリックし、『回答内容』を入力しま

す。  

※『調査結果』および『回答内容』は依頼者へ伝達され 

ます。 

 

10) 「入力完了」をクリックします。 

※『回答内容』に表示される「サプライヤー証明書」をクリ 

ックすると、サプライヤー証明書のドラフトをダウンロード 

できます。 

 

11) 再度回答内容を確認の上、「回答完了承認」をクリック

します。 

 

 

～操作は以上です～ 

  

 

https://guidance.jaftas.jp/01_manual/op_manual_answer.pdf
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＜調査回答・回答送信(A)＞にてシステム外取込をする 
JAFTAS 上で調査をせず、手元のサプライヤー証明書（電子媒体）や既に取得した同意通知番号を登録して回

答する方法です。 

調査を行わない為、根拠書類やサプライヤー証明書は JAFTAS 上で作成されません。 

また、調査対象品の仕入先（内製品/外製品）は問いません。 

 

 

 

 

 

 

◎操作者の利用条件： 

・対象依頼の回答方法（同意通知/サプライヤー証明書）に沿った、そのままの形式で提出が可能な根拠書類

等（電子媒体）が手元にある 

 

◎下記の場合に対応できます： 

・システム外で調査対象品のサプライヤー証明書等を入手している 

 ※調査対象品が外製品（自社はパススルー企業）、且つ仕入先が JAFTAS を利用しない場合 

・JAFTAS のシステム判定を使わず手元のサプライヤー証明書（電子媒体）にて回答したい 

・調査対象品が内製品で、自社の構成品情報をシステムに登録したくない 

 ※調査対象品が内製品、且つ調査済みの場合。ただしこの場合は②手動/システム外判定でも対応可 

 

◎依頼を受領してから、依頼者に回答を送信するまでに使用するメニュー： 

 

 STEP1 調査回答・回答送信(A)  STEP2 調査依頼・回答受信(R)  STEP3 調査回答・回答送信(A) 

 

 

操作手順 

STEP1：【依頼を受け付ける】  （参照 A3)受信した依頼の受付をする） 

1) ［調査回答・回答送信(A) 詳細］画面にて、依頼情報

を確認し、画面下部の「✐受付画面へ」をクリックします。 

 

2) ［調査回答・回答送信(A) 受付］画面にて『作業担

当者』および『調査内容』を入力します。 

※『調査内容』仕入先として、外製品の場合「システム外」 

内製品の場合「自社調査結果」を選択してください。 

 

【JAFTAS 利用診断チャート】 
・パターン⑤『内製品｜作成したサプライヤー証明書を JAFTAS に取り込む、または入手済の 
同意通知番号を登録する』 

・パターン⑧『外製品｜JAFTAS 外で入手したサプライヤー証明書を JAFTAS に取り込む、 
または入手済の同意通知番号を登録する』 

にあてはまります。 

 

https://guidance.jaftas.jp/01_manual/op_manual_answer.pdf
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3) 内容を確認し、「受付」をクリックします。 

 

STEP2：【情報を入力し、調査を完了させる】（参照 A6)JAFTAS 外の資料取込みをする） 

4) 受付後、［調査回答・回答送信(A) 詳細］画面にて

「JAFTAS 外の資料取込」をクリックします。 

 

5) ［調査依頼・回答受信(R) 手動登録］画面へ遷移し、

情報を入力します。 

 

『JAFTAS 外の資料取込み』 

・企業名や生産工場名等を入力します。 

※「調査対象品の仕入先企業名（日）」の入力について 

内製品の場合：自社名   

外製品の場合：商流上の仕入先名 

(生産者から直接調達している場合は生産者企業名、

パススルー企業を介している場合はパススルー企業名) 

その他の入力項目については、A6)をご参照ください。 

 

『添付ファイル 社内保管資料』 ※任意 

・社内保管用の資料を保管できます。 

 

『添付ファイル サプライヤー証明書/対比表・計算 WS』 

・添付したファイルは依頼者へ送付されます。 

 

6) 「登録」をクリックします。 

※手動登録した調査対象品はステータス‟承認済“まで 

完了した依頼 ID として新規登録されます。 

 

STEP3：【回答を送信する】 （参照 A7)回答を送信する） 

7) ［調査回答・回答送信(A) 詳細］画面下部の「✐回

答内容入力」をクリックし、『回答内容』を入力します。  

※『調査結果』および『回答内容』は依頼者へ伝達されます。 

 

8) 「入力完了」をクリックします。 

 

9)  再度内容を確認の上、「回答完了承認」をクリックします。 

 

～操作は以上です～ 

 

◆回答方法が『同意通知』の場合、書類
の添付は必須ではありません。 
依頼者に同意通知書等の書類を送付し
たい場合、「登録」クリック後［調査回答・
回答送信(A) 詳細］画面の『回答内
容』欄にて別途添付をしてください。 

◆対象の 1 品番のみ記載されているサプラ
イヤー証明書を添付してください。他の品
番も記載されているサプライヤー証明書で
の回答はお控えください。 

https://guidance.jaftas.jp/01_manual/op_manual_answer.pdf
https://guidance.jaftas.jp/01_manual/op_manual_answer.pdf
https://guidance.jaftas.jp/01_manual/op_manual_answer.pdf
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※定期原産性維持確認の場合  
 

原産性が変わらず維持されているかの確認を行うために、過去に依頼を受け回答したものと同じ品番の調査を再

度、定期的に受信することがあります。 

過去にシステム外で回答したものから内容に変更が無い場合、調査対象品の回答 ID に、過去に作成した依頼

ID の調査結果をそのまま紐づけすることができます。 

 

◎操作者の利用条件： 

・定期原産性維持確認の調査依頼を受信している（確認方法はこちらの資料にございます） 

・過去の調査に対して、＜調査回答・回答送信(A)＞にてシステム外取込をする の方法で回答を行っている 

・過去に回答した内容から変更が無く（※）、原産性を維持していることを確認済み 

（※）有効期限／同意通知期限に関しても前回から変更が無いこと。 

・依頼者から期限延長を求められている場合は、＜調査回答・回答送信(A)＞にてシステム外取込の操作を 

初めから行う 

あるいは、調査対象品が内製品であれば初回調査を＜原産資格調査(D)＞にて手動/システム外判定で登録

すると、二度目以降の調査は複製機能を利用できるため一部操作を省略可能 

 

操作手順 

STEP1：【依頼を受け付ける】  （参照 A3)受信した依頼の受付をする） 

1) ［調査回答・回答送信(A) 詳細］画面にて、依頼情報

を確認し、画面下部の「✐受付画面へ」をクリックします。 

 

2) ［調査回答・回答送信(A) 受付］画面にて『作業担

当者』および『調査内容』を入力します。 

※『調査内容』仕入先として、外製品の場合「システム外」 

内製品の場合「自社調査結果」を選択してください。 

 

3) 内容を確認し、「受付」をクリックします。 

 

 

STEP2：【依頼再利用を行う】（参照 A6)JAFTAS 外の資料取込みをする） 

4) 過去に「JAFTAS 外の資料取込」を行っており、且つ下記

項目が全て一致する場合、［調査回答・回答送信(A) 

詳細］画面下部に「🔁依頼再利用」が表示されます。 

 

【再利用要件】 

協定 輸入通関国 ※日アセアン/RCEP 協定のみ 

HS コード 審査種別(TKTC 審査要否) 

https://guidance.jaftas.jp/03_etc_manual/regular_check.pdf
https://guidance.jaftas.jp/03_etc_manual/regular_check.pdf#page=4
https://guidance.jaftas.jp/01_manual/op_manual_answer.pdf
https://guidance.jaftas.jp/01_manual/op_manual_answer.pdf
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品番 補助品番 

品名(英) 回答方法 

品名(日) 仕入先 

企業 ID  

 

5) 「🔁依頼再利用」をクリックします。 

 

6) 表示されるポップアップにて再利用可能な依頼 ID が表

示されます。 

再利用する依頼 ID を選択し、「OK」をクリックします。

※依頼再利用を実行した後の回答 ID のステータスは 

選択した調査と同じステータスで、‟調査完了”もしくは 

‟調査中”となります。 

 

 

STEP3：【回答を送信する】 （参照 A7)回答を送信する） 

7) ［調査回答・回答送信(A) 詳細］画面下部の「✐回

答内容入力」をクリックし、『回答内容』を入力します。 

※『調査結果』および『回答内容』は依頼者へ伝達され 

ます。 

 

8) 「入力完了」をクリックします。 

 

9) 再度内容を確認の上、「回答完了承認」をクリックします。 

 

～操作は以上です～ 

 

  

 

 

https://guidance.jaftas.jp/01_manual/op_manual_answer.pdf
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直接回答をする 
生産者にて調査結果の判定が難しい場合に、判定を行わずに根拠書類（対比表・計算 WS 等）を依頼者へ提

出する方法です。 

直接回答を行う場合、必ず依頼者（調査起点企業）に直接回答で問題ないかのご確認をお願いいたします。 

 

 

 

 

 

 

◎操作者の利用条件： 

・調査対象品の原産性を証明する根拠書類（対比表・計算 WS 等）が手元にある 

・回答方法が『同意通知』の場合、輸出者にて日商の原産品判定依頼を行う事に輸出者・生産者双方が 

同意している 

・回答方法が『サプライヤー証明書』の場合、調査対象品の調査内容は依頼者（調査起点企業）が担保 

する事に依頼者（調査起点企業）・生産者双方が同意している 

 

◎下記の場合に対応できます： 

・回答方法が『同意通知』で、生産者にて日商の原産品判

定依頼が難しい場合 

・回答方法が『サプライヤー証明書』で、生産者が原産資格

判定を自身で行うことが困難な場合 

 

◎依頼を受領してから、依頼者に回答を送信するまでに使用するメニュー： 

 

 STEP1 調査回答・回答送信(A)   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆回答方法が『サプライヤー証明書』であっ
ても、依頼者（調査起点企業）の合意

があれば直接回答としてのシステム操作
は可能ですが、第三者証明の場合は事
前に日商判定事務所にご確認いただく
事を推奨いたします。 

◆ご注意◆ 
「直接回答」は、原則として生産者からの
回答方式です。 
パススルー企業が生産者の生産情報を

用いて回答する場合にはその資料の正
確性を十分に確認し、また依頼者（調
査起点企業）の合意を得る必要があり
ます。 

【JAFTAS 利用診断チャート】 

・パターン⑥『内製品｜直接回答をする』 

・パターン⑨『外製品｜仕入先からの情報で直接回答をする』 

にあてはまります。 
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操作手順 

STEP1-1：【依頼を受け付ける】  （参照 A3)受信した依頼の受付をする） 

1) ［調査回答・回答送信(A) 詳細］画面にて、依頼情

報を確認し、画面下部の「✐受付画面へ」をクリックします。 

 

2) ［調査回答・回答送信(A) 受付］画面にて『作業担

当者』および『調査内容』を入力します。 

※『調査内容』仕入先として【内製品】自社を選択してく 

 ださい。 

 

3) 内容を確認し、「受付」をクリックします。 

 

 

STEP1-2：【情報を入力し、回答を送信する】  （参照 A14)直接回答を行う） 

4) 受付後、［調査回答・回答送信(A) 詳細］画面にて

「直接回答」をクリックします。 

 

5) ［調査回答・回答送信(A) 編集］画面へ遷移し、情

報を入力します。 

 

『調査結果』： 

・「生産者名」「生産工場名」「生産工場住所」を入力しま 

す。 

・回答方法が『同意通知』の場合、「生産者企業登録番 

号」は必須です。 

 

『回答内容』： 

・依頼者に送信される情報です。 

・「添付ファイル」は必須です。手元の根拠書類等を添付 

してください。 

 

6) 「入力完了」をクリックします。 

※ステータスが‟回答完了承認待“になります。 

 

7) 再度回答内容を確認の上、「回答完了承認」をクリック

します。 

 

～操作は以上です～  

◆【内製品】を選択した場合のみ「直接回
答」のボタンが表示されます。 
パススルー企業（外製品）にて直接回
答を行う場合でも【内製品】自社を選択
してください。 

◆入力途中で一時保存したい場合は 
「直接回答一時保存」をクリックします。 
（ステータスは“確認中”のままとなります。）
一度画面を離れ、入力を再開する場合に
は、当該 ID の［調査回答・回答送信(A) 
編集画面］を開きます。 

https://guidance.jaftas.jp/01_manual/op_manual_answer.pdf
https://guidance.jaftas.jp/01_manual/op_manual_answer.pdf
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II）JAFTAS 外から構成品のサプライヤー証明書を取り込む 

 

 

 

 

 

内製品調査の際、調査対象品の構成品/支給品に対して、JAFTAS 上で仕入先に依頼をかけず、手元のサプ

ライヤー証明書（電子媒体）を登録して構成品の調査を完了させる方法です。 

 

◎操作者の利用条件： 

 ・調査対象品に含まれる構成品/支給品のサプライヤー証明書（電子媒体）が手元にある 

※対象品が内製品か外製品かを問わずにお使いいただけます。 

※なお、内製品の構成品の場合には、システム外取込かどうかにかかわらず以下の点に注意が必要です。

詳しくは JAFTAS サポートデスクにお問い合わせください。 

  ・「固まりとしての部分品の妥当性」が維持されていること 

  ・VA ルールを利用する場合には、その価格の妥当性が示されていること 

 

◎下記の場合に対応できます： 

・仕入先が JAFTAS 未参加で、JAFTAS 外にてサプライヤー証明書を入手した場合 

・過去仕入先にて対象構成品が調査済みで、既にサプライヤー証明書を入手している場合 

・構成品に支給品が含まれており、調査対象品の依頼を受信した際に支給品のサプライヤー証明書が添付 

されていた場合 

 

◎依頼を受領してから、依頼者に回答を送信するまでに使用するメニュー： 

  

 STEP1 調査回答・回答送信(A)  STEP1・2 原産資格調査(D)  STEP3 調査回答・回答送信(A) 

 

 ※当該③の操作は構成品調査のため、一連の原産資格調査の一部分となります。 

 

 

  

【JAFTAS 利用診断チャート】 
・パターン③『内製品｜JAFTAS 外から構成品のサプライヤー証明書を取り込む』 
にあてはまります。 

 



 

©Tokyo Kyodo Trade Compliance         13  

Ver.2.2 

操作手順 

STEP1：【構成品を登録する】  （参照 D3-2-1)構成品を登録する(1 件ずつ)） 

1) 内製品として受付後、原産資格調査を作成し［原産

資格調査(D) 詳細］画面に遷移します。 

 

2) 『(2)構成品の入力と原産資格判定』にて「構成品追

加」をクリックします。 

 

3) ［調査対象構成品 登録］画面へ遷移し、情報を入

力します。 

 

『構成品』： 

「品番」「構成品名(英/日どちらか)」「HS コード(6 桁)」は 

入力必須です。 

VA ルールの場合「個数」は入力必須です。 

 

『各仕入先情報』： 

仕入先として、外製品の場合「システム外」 

内製品の場合「自社調査結果」を選択してください。 

VA ルールの場合「単価」は入力必須です。 

 

4) 画面下部「登録」をクリックし、［原産資格調査(D) 

詳細］画面に戻ります。 

 

5) 『(2)構成品の入力と原産資格判定』を確認し、

「JAFTAS 外の資料取込」をクリックします。 

※CTC ルールの場合、「原産資格判定」をクリックすると 

対象ボタンが表示されます。 

  

https://guidance.jaftas.jp/01_manual/op_manual_determine.pdf
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STEP2：【情報を入力し、調査を完了させる】  （参照 D4-3)JAFTAS 外の資料取込みを行う） 

6）［調査依頼・回答受信(R) 手動登録］画面へ遷移し、情報を入力します。 

 

『JAFTAS 外の資料取込み』 

・企業名や生産工場名といった必須項目を入力します。 

※「調査対象品の仕入先企業名（日）」の入力について 

内製品の場合：自社名   

外製品の場合：商流上の仕入先名 

(生産者から直接調達している場合は生産者企業名、

パススルー企業を介している場合はパススルー企業名) 

その他の入力項目については、A6)をご参照ください。 

 

『添付ファイル 社内保管資料』 ※任意 

・社内保管用の資料を保管できます。 

 

『添付ファイル サプライヤー証明書/対比表・計算 WS』 

・手元のサプライヤー証明書を添付します。 

 

7) 「登録」をクリックします。 

※手動登録した調査対象品はステータス‟承認済“まで 

完了した依頼 ID として新規登録されます。 

 

 

8) 登録完了後、［原産資格調査(D) 詳細］画面にて

対象の構成品の調査結果が「達成」となります。 

 

構成品の必要な調査を終えたら、調査対象品の原産品判

定を行い原産資格調査は完了です。その後、回答の作業に

進みます。 

 

～操作は以上です～ 

 

 

 

https://guidance.jaftas.jp/01_manual/op_manual_determine.pdf
https://guidance.jaftas.jp/01_manual/op_manual_answer.pdf

